
（８）子ども未来局
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（一般会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 111

予算書Ｐ. 111

予算書Ｐ. 111

予算書Ｐ. 119

233,539 

査定区分 B

前年度予算額 97,033 

款/項/目 3款 民生費/1項 社会福祉費/4目 青少年費 要求 242,166 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 233,539 

　青少年の健全育成・非行防止を目的とした事業を実施するとともに、地域の関
係団体などと連携し、非行のない社会環境を創るため意識啓発活動を実施しま
す。また、困難を抱える若者に対し、社会的自立を支援する若者自立支援ルーム
運営事業を実施します。

市長

事務事業名 青少年事業 予算額 233,539 

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/青少年育成課 〔要求と査定経過〕

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/青少年育成課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/1項 社会福祉費/4目 青少年費 要求 9,723 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

増減 136,506 

査定の考え方 実施手法を見直し、所要額を精査しました。

事務事業名 青少年活動施設運営事業 予算額 9,723 

事務事業名 青少年関係団体指導育成事業 予算額 23,042 

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/青少年育成課 〔要求と査定経過〕

前年度予算額 7,538 

増減 2,185 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

9,723 

　青少年の健全育成及び青少年関係団体活動の充実を図るため、団体活動拠点の
管理・運営を行います。

市長 9,723 

査定区分 A

増減 2,650 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 児童福祉執行管理事業（子育て支援政策課） 予算額 198,436 

23,042 

査定区分 A

前年度予算額 20,392 

款/項/目 3款 民生費/1項 社会福祉費/4目 青少年費 要求 23,042 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 23,042 

　青少年活動の指導者やリーダーの養成を図り、地域の青少年健全育成活動を活
性化させるため、青少年の健全育成に関わる団体を支援します。

市長

前年度予算額 248,909 

増減 △ 50,473 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

198,436 

　児童福祉業務全般の効率的な運営を図り、適切な執行管理を行うとともに、児
童系業務システムの管理、運用を行います。
　また、社会福祉審議会児童福祉専門分科会や児童養護審査部会、子ども未来局
指定管理者審査選定委員会等を開催します。

市長 198,436 

査定区分 B

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/1目 児童福祉総務費 要求 221,998 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％～60％　E:査定率40％未満
※ 市長査定終了後、効率的な予算執行等の観点から他局等に予算を移管した場合、市長査定額と最終予算額が異なります。
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（一般会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 119

予算書Ｐ. 119

予算書Ｐ. 119

予算書Ｐ. 119

340 

査定区分 A

前年度予算額 340 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/1目 児童福祉総務費 要求 340 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 340 

　児童福祉業務の効率的な運営を図り、適切な執行管理を行います。 市長

事務事業名 児童福祉執行管理事業（子ども総合センター開設準備室） 予算額 340 

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課子ども総合センター開設準備室 〔要求と査定経過〕

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/幼児政策課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/1目 児童福祉総務費 要求 455 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

増減 0 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 児童福祉執行管理事業（幼児政策課） 予算額 455 

事務事業名 児童福祉執行管理事業（のびのび安心子育て課） 予算額 254 

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/のびのび安心子育て課 〔要求と査定経過〕

前年度予算額 455 

増減 0 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

455 

　児童福祉業務全般の効率的かつ適切な執行管理を行います。 市長 455 

査定区分 A

増減 0 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 児童福祉執行管理事業（保育課） 予算額 43,799 

254 

査定区分 A

前年度予算額 254 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/1目 児童福祉総務費 要求 254 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 254 

　児童福祉業務全般の効率的かつ適切な執行管理を行います。 市長

前年度予算額 20,423 

増減 23,376 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

43,799 

　保育業務全般の効率的かつ適切な執行管理を行います。 市長 43,799 

査定区分 C

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/保育課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/1目 児童福祉総務費 要求 62,248 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％～60％　E:査定率40％未満
※ 市長査定終了後、効率的な予算執行等の観点から他局等に予算を移管した場合、市長査定額と最終予算額が異なります。
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（一般会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 119

予算書Ｐ. 119

予算書Ｐ. 119

予算書Ｐ. 119

12,607 

査定区分 D

前年度予算額 0 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/1目 児童福祉総務費 要求 27,167 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 12,607 

　悩みがある子どもや家族が、どのようなことでも相談できる窓口を開設しま
す。非常勤職員である「総合相談員」を配置し、電話や来所による相談をワンス
トップで対応します。

市長

事務事業名 総合相談事業 予算額 12,607 

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課子ども総合センター開設準備室 〔要求と査定経過〕

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課子ども総合センター開設準備室 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/1目 児童福祉総務費 要求 6,983 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

増減 皆増 

査定の考え方 事業手法を精査しました。

事務事業名 インクルーシブ子育て支援事業 予算額 3,944 

事務事業名 児童相談所運営事業 予算額 17,096 

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/児童相談所 〔要求と査定経過〕

前年度予算額 3,379 

増減 565 

査定の考え方 事業手法、実施回数等事業内容を精査しました。

3,944 

　発達障害児を含む子どもの支援として、従来の「スクリーニング・モデル」に
加えて、「保護者の心配事」に対応する相談・支援システムを子育て支援の延長
上に構築し、普及、啓発します。

市長 3,944 

査定区分 D

増減 △ 3,202 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 児童相談等特別事業 予算額 32,783 

17,096 

査定区分 A

前年度予算額 20,298 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/1目 児童福祉総務費 要求 17,096 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 17,096 

　児童相談所は、児童に関する様々な問題について、相談に応じ、児童が抱える
問題あるいは真のニーズ、置かれた環境等を的確に捉え、個々の児童や家庭に効
果的な支援を行うことによって、児童の福祉の向上を図るとともにその権利を保
護します。

市長

前年度予算額 35,038 

増減 △ 2,255 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

32,783 

　児童や家庭を取り巻く環境の変化により児童虐待を始め、少年非行、ひきこも
り等、複雑化・深刻化が進む児童問題に適切に対応するため、24時間・365日体制
強化事業、法的対応機能強化事業等を実施します。

市長 32,783 

査定区分 A

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/児童相談所 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/1目 児童福祉総務費 要求 32,783 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％～60％　E:査定率40％未満
※ 市長査定終了後、効率的な予算執行等の観点から他局等に予算を移管した場合、市長査定額と最終予算額が異なります。
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（一般会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 119

予算書Ｐ. 119

予算書Ｐ. 119

予算書Ｐ. 119

7,666 

査定区分 A

前年度予算額 7,441 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/1目 児童福祉総務費 要求 7,666 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 7,666 

　里親制度は、保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当と認めら
れる児童の養育を里親に委託する制度です。この制度の委託推進と、里親及び里
親希望者に対する研修の実施、養育里親及びさいたま市里親会への補助を行いま
す。

市長

事務事業名 里親支援機関事業 予算額 7,666 

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/児童相談所 〔要求と査定経過〕

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/2目 児童福祉費 要求 233,936 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

増減 225 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 子育て支援推進事業 予算額 226,601 

事務事業名 助産施設入所委託事業 予算額 900 

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課 〔要求と査定経過〕

前年度予算額 227,438 

増減 △ 837 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

227,921 

　社会全体で子どもを育てていく意識や子どもの社会参画意識を醸成し、また、
親の子育ての負担感、不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを促進するため
に、各種子育て支援事業を実施します。

市長 227,921 

査定区分 B

増減 △ 450 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、単価及び人数を精査しました。

事務事業名 ひとり親家庭等福祉事業 予算額 101,808 

900 

査定区分 E

前年度予算額 1,350 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/2目 児童福祉費 要求 2,558 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 900 

　保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由で入院助産を受けられない妊産
婦を支援します。

市長

前年度予算額 97,815 

増減 3,993 

査定の考え方
所管局の要求どおり計上しました。
また、臨時職員賃金の改定を踏まえ、所要額を計上しました。

101,808 

　ひとり親家庭等の生活基盤の一層の安定を図るため、母子及び父子並びに寡婦
福祉法等に基づき、各種支援を行います。

市長 101,808 

査定区分 A

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/2目 児童福祉費 要求 101,768 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％～60％　E:査定率40％未満
※ 市長査定終了後、効率的な予算執行等の観点から他局等に予算を移管した場合、市長査定額と最終予算額が異なります。
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（一般会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 119

予算書Ｐ. 119

予算書Ｐ. 119

予算書Ｐ. 119

23,606 

査定区分 A

前年度予算額 22,965 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/2目 児童福祉費 要求 23,606 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 23,606 

　一般家庭における児童の諸問題について、市民からの相談に応じ、指導等を行
います。

市長

事務事業名 家庭児童相談事業 予算額 23,606 

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課 〔要求と査定経過〕

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/2目 児童福祉費 要求 20,513,220 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

増減 641 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 児童手当給付事業 予算額 20,211,010 

事務事業名 児童扶養手当事務事業 予算額 3,409,891 

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課 〔要求と査定経過〕

前年度予算額 20,332,703 

増減 △ 121,693 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

20,211,010 

　次代の社会を担う児童の健やかな育ちを支援するため、中学校修了前の児童を
養育している者に児童手当を支給します。

市長 20,211,010 

査定区分 B

増減 △ 88,603 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 ファミリー・サポート・センター運営事業 予算額 33,133 

3,409,891 

査定区分 A

前年度予算額 3,498,494 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/2目 児童福祉費 要求 3,409,891 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 3,409,891 

　父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立
の促進に寄与するため、児童扶養手当を支給します。

市長

前年度予算額 31,279 

増減 1,854 

査定の考え方 実施手法を見直し、所要額を精査しました。

33,133 

　働く親たちが仕事と育児を両立できる環境を整備するとともに、会員相互の援
助活動による地域の子育て支援の推進を図ります。

市長 33,133 

査定区分 B

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/2目 児童福祉費 要求 34,808 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％～60％　E:査定率40％未満
※ 市長査定終了後、効率的な予算執行等の観点から他局等に予算を移管した場合、市長査定額と最終予算額が異なります。
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（一般会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 119

予算書Ｐ. 119

予算書Ｐ. 119

予算書Ｐ. 119

27,267 

査定区分 A

前年度予算額 26,947 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/2目 児童福祉費 要求 27,267 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 27,267 

　児童虐待の発生予防から早期発見・早期対応、保護・支援、家族の再統合まで
の切れ目ない総合的な支援を実施します。

市長

事務事業名 児童虐待防止対策事業 予算額 27,267 

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課 〔要求と査定経過〕

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/青少年育成課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/2目 児童福祉費 要求 2,980,552 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

増減 320 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 放課後児童健全育成事業 予算額 2,881,940 

事務事業名 児童福祉施設入所措置等事業 予算額 1,645,049 

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/児童相談所 〔要求と査定経過〕

前年度予算額 2,660,078 

増減 221,862 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

2,881,940 

　労働等により保護者が昼間家庭にいない児童に対して、公設・民設の放課後児
童クラブにおいて放課後児童支援員の下、遊びや生活の場を提供することで、放
課後等における児童の健全育成を図るとともに、保護者の仕事と子育ての両立を
支援します。

市長 2,881,940 

査定区分 B

増減 △ 1,018 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

事務事業名 児童自立支援総合対策事業 予算額 26,665 

1,645,049 

査定区分 B

前年度予算額 1,646,067 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/2目 児童福祉費 要求 1,729,089 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 1,645,049 

　児童養護施設等の入所措置若しくは一時保護を委託した場合、又は、里親に委
託措置した場合に、措置委託後の養育費につき、児童福祉法第45条の最低基準を
維持するために要する入所児童処遇費、職員処遇費及び施設の維持管理費を支弁
します。

市長

前年度予算額 29,037 

増減 △ 2,372 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

26,665 

　施設に委託されている児童の生活環境改善や施設の専門性向上、児童の資格取
得への補助を行うことで、児童の処遇改善や自立支援を行います。

市長 26,665 

査定区分 B

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/児童相談所 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/2目 児童福祉費 要求 27,025 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％～60％　E:査定率40％未満
※ 市長査定終了後、効率的な予算執行等の観点から他局等に予算を移管した場合、市長査定額と最終予算額が異なります。
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（一般会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 119

予算書Ｐ. 121

予算書Ｐ. 121

予算書Ｐ. 121

37,056 

査定区分 B

前年度予算額 3,693 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/2目 児童福祉費 要求 39,547 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 37,056 

　母子父子寡婦福祉資金の貸付事業の実施に必要な財源を確保するため、母子父
子寡婦福祉資金貸付事業特別会計への繰出しを行います。

市長

事務事業名 母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計繰出金 予算額 37,056 

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課 〔要求と査定経過〕

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 要求 69,252 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

増減 33,363 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

事務事業名 母子生活支援施設管理運営事業 予算額 69,252 

事務事業名 児童養護施設等管理運営事業 予算額 222,531 

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課 〔要求と査定経過〕

前年度予算額 77,611 

増減 △ 8,359 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

69,252 

　配偶者のない女子とその監護すべき児童を入所させて保護する施設である母子
生活支援施設の管理運営を行います。

市長 69,252 

査定区分 A

増減 10,038 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

事務事業名 子ども家庭総合センター管理運営事業 予算額 566,126 

224,247 

査定区分 B

前年度予算額 212,493 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 要求 237,904 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 224,247 

　保護者がいない・養育能力がない等の家庭環境上の問題を抱える18歳未満の児
童を保護、養育し、家庭復帰、社会的自立を支援する児童養護施設の管理運営を
行います。

市長

前年度予算額 3,967,844 

増減 △ 3,401,718 

査定の考え方 事業手法を精査しました。

566,126 

　子ども・家庭を取り巻く課題に総合的に取り組み、子ども・家庭、地域の子育
て機能を総合的に支援する、子ども家庭総合センターの管理運営を行います。

市長 566,126 

査定区分 B

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課子ども総合センター開設準備室 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 要求 583,809 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％～60％　E:査定率40％未満
※ 市長査定終了後、効率的な予算執行等の観点から他局等に予算を移管した場合、市長査定額と最終予算額が異なります。
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（一般会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 121

予算書Ｐ. 121

予算書Ｐ. 121

予算書Ｐ. 121

80,557 

査定区分 B

前年度予算額 0 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 要求 93,971 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 80,557 

　虐待や発達障害などにより、心理的困難を抱え、生きづらさを感じている子ど
もに、心理的ケアや進学・復学・就労準備など自立に向けた支援を総合的に行い
ます。

市長

事務事業名 子どもケアホーム運営事業 予算額 80,557 

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課子ども総合センター開設準備室 〔要求と査定経過〕

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/青少年育成課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 要求 582,642 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

増減 皆増 

査定の考え方
事業内容を精査しました。
また、臨時職員賃金の改定を踏まえ、所要額を計上しました。

事務事業名 児童センター管理運営事業 予算額 576,484 

事務事業名 放課後児童健全育成施設整備事業 予算額 52,497 

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/青少年育成課 〔要求と査定経過〕

前年度予算額 702,984 

増減 △ 126,500 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

576,484 

　児童が健全な遊びを通して、その健康を増進し、又は情操を豊かにすることを
目的とした児童センターの管理運営を行います。

市長 576,484 

査定区分 B

増減 △ 64,611 

査定の考え方 事業手法、実施時期・箇所等事業内容を精査しました。

事務事業名 一時保護所管理運営事業 予算額 41,280 

52,497 

査定区分 D

前年度予算額 117,108 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 要求 109,631 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 52,497 

　民設放課後児童クラブの新設、移転、分離を促進することにより、待機児童の
解消及び育成支援の環境改善を図るとともに、学校施設を活用した施設整備を行
います。

市長

前年度予算額 77,416 

増減 △ 36,136 

査定の考え方
所管局の要求どおり計上しました。
また、臨時職員賃金の改定を踏まえ、所要額を計上しました。

39,564 

　棄児・家出児童などで宿所がない場合や虐待・放任などの理由により児童を家
庭から一時的に引き離す必要があるときなど、緊急に保護を必要とする児童の一
時的な保護を行います。

市長 39,564 

査定区分 A

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/児童相談所 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 要求 39,152 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％～60％　E:査定率40％未満
※ 市長査定終了後、効率的な予算執行等の観点から他局等に予算を移管した場合、市長査定額と最終予算額が異なります。
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（一般会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 121

予算書Ｐ. 121

予算書Ｐ. 121

予算書Ｐ. 121

30,714 

査定区分 C

前年度予算額 36,807 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 要求 46,838 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 30,714 

　保育を希望する方や保育所等を利用できなかった方に、ニーズに合った保育サ
ービスや保育施設の情報を提供し、実際の利用につなげることで、保育所等の待
機児童の解消を図ります。また、保育士資格の取得支援を行うことで、保育所等
の保育環境向上や保育士不足解消につなげます。

市長

事務事業名 特定教育・保育施設等整備事業（幼児政策課） 予算額 30,714 

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/幼児政策課 〔要求と査定経過〕

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/のびのび安心子育て課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 要求 3,677,190 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

増減 △ 6,093 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

事務事業名 特定教育・保育施設等整備事業（のびのび安心子育て課） 予算額 3,307,549 

事務事業名 幼稚園就園奨励事業 予算額 2,579,774 

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/幼児政策課 〔要求と査定経過〕

前年度予算額 3,332,578 

増減 △ 25,029 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

3,311,421 

　待機児童の解消を図るとともに、保育を希望される方が1人でも多く保育施設を
利用できるよう、保育の受け皿を確保します。

市長 3,311,421 

査定区分 B

増減 △ 157,694 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

事務事業名 私立幼稚園等預かり保育促進事業 予算額 297,323 

2,579,774 

査定区分 B

前年度予算額 2,737,468 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 要求 2,666,429 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 2,579,774 

　幼稚園への就園を奨励するため、各種助成制度を通じて保護者の経済的負担を
軽減するなど、子育て世代を支援します。

市長

前年度予算額 370,411 

増減 △ 73,088 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

373,697 

　私立幼稚園等における預かり保育事業を促進することで、多様な保育ニーズに
対応した子育て支援を行います。

市長 297,323 

査定区分 C

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/幼児政策課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 要求 379,206 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％～60％　E:査定率40％未満
※ 市長査定終了後、効率的な予算執行等の観点から他局等に予算を移管した場合、市長査定額と最終予算額が異なります。
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（一般会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 121

予算書Ｐ. 121

予算書Ｐ. 121

予算書Ｐ. 121

107,818 

査定区分 A

前年度予算額 4,229 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 要求 107,818 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 107,818 

　幼児の健やかな育成を図るため、「さいたま市幼児教育のあり方検討会議」か
らの提言を踏まえ、より良い幼児教育に資する各種事業を実施します。

市長

事務事業名 幼児教育推進事業 予算額 107,818 

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/幼児政策課 〔要求と査定経過〕

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/幼児政策課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 要求 75,988 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

増減 103,589 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 私立幼稚園等特別支援促進事業 予算額 74,544 

事務事業名 公立保育所管理運営事業 予算額 4,162,255 

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/保育課 〔要求と査定経過〕

前年度予算額 74,544 

増減 0 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

74,544 

　心身に障害等のある幼児の幼稚園への就園を促進するため、幼稚園における特
別支援教育の充実を図ります。

市長 74,544 

査定区分 B

増減 89,945 

査定の考え方
既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。
また、臨時職員賃金の改定を踏まえ、所要額を計上しました。

事務事業名 特定教育・保育施設等運営事業 予算額 24,871,763 

4,162,914 

査定区分 B

前年度予算額 4,072,310 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 要求 4,247,023 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 4,162,914 

　児童福祉法第24条及び子ども・子育て支援法第19条に基づき、保育を必要とす
る児童の保育を実施するとともに、公立保育所の安心・安全な環境を維持するた
め、適切な管理運営を行います。

市長

前年度予算額 20,031,692 

増減 4,840,071 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

24,867,891 

　特定教育・保育施設（私立認可保育所、認定こども園、私立幼稚園）及び特定
地域型保育事業（小規模保育等）の安定した運営及び入所児童の処遇向上を図る
ため、保育の実施に係る経費の給付及び多様な保育ニーズに対応した各種補助事
業に係る経費の助成を行います。

市長 24,867,891 

査定区分 B

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/保育課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 要求 25,692,463 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％～60％　E:査定率40％未満
※ 市長査定終了後、効率的な予算執行等の観点から他局等に予算を移管した場合、市長査定額と最終予算額が異なります。
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（一般会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 121

予算書Ｐ. 121

予算書Ｐ. 121

予算書Ｐ. 121

1,691,583 

査定区分 B

前年度予算額 2,072,967 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 要求 2,014,159 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 1,691,583 

　待機児童解消を目的に、市が定める基準を満たす認可外保育施設として認定し
たナーサリールーム、家庭保育室及び地域型事業所内保育施設に対し、安定した
施設運営を支援するため、保育の実施に係る経費等の支給を行います。

市長

事務事業名 認可外保育施設運営事業 予算額 1,691,583 

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/保育課 〔要求と査定経過〕

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/保育課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 要求 66,521 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

増減 △ 381,384 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

事務事業名 のびのびプラザ大宮管理運営事業 予算額 67,841 

事務事業名 障害児総合療育施設維持管理事業 予算額 70,551 

局/部/課 子ども未来局/総合療育センターひまわり学園/総務課 〔要求と査定経過〕

前年度予算額 64,854 

増減 2,987 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

66,521 

　保育・子育て支援を主な目的とした複合施設「のびのびプラザ大宮」の管理業
務を行います。

市長 66,521 

査定区分 A

増減 △ 17,107 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

事務事業名 診療検査事業 予算額 79,037 

70,551 

査定区分 C

前年度予算額 87,658 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/4目 障害児総合療育施設費 要求 113,111 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 70,551 

　ひまわり学園の円滑かつ効果的な管理運営を図り、利用者に対する安全と快適
性を確保するための施設維持管理を行います。

市長

前年度予算額 73,720 

増減 5,317 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

79,037 

　成長や発達に心配のある乳幼児・児童に対する早期診断・早期治療を実施する
ため、ひまわり学園内に設置している診療所の運営を行います。

市長 79,037 

査定区分 A

局/部/課 子ども未来局/総合療育センターひまわり学園/総務課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/4目 障害児総合療育施設費 要求 79,037 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％～60％　E:査定率40％未満
※ 市長査定終了後、効率的な予算執行等の観点から他局等に予算を移管した場合、市長査定額と最終予算額が異なります。
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（一般会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 121

予算書Ｐ. 121

予算書Ｐ. 121

予算書Ｐ. 121

5,063 

査定区分 A

前年度予算額 5,470 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/4目 障害児総合療育施設費 要求 5,063 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 5,063 

　成長や発達に心配のある乳幼児・児童が地域生活を円滑に送ることができるよ
うに、早期療育を実施するとともに、家族支援や保育所・幼稚園等への地域支援
を行います。

市長

事務事業名 外来療育事業 予算額 5,063 

局/部/課 子ども未来局/総合療育センターひまわり学園/総務課 〔要求と査定経過〕

局/部/課 子ども未来局/総合療育センターひまわり学園/総務課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/4目 障害児総合療育施設費 要求 40,573 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

増減 △ 407 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 児童発達支援センター運営事業 予算額 40,573 

事務事業名 発達障害児支援事業 予算額 20,264 

局/部/課 子ども未来局/総合療育センターひまわり学園/総務課 〔要求と査定経過〕

前年度予算額 39,810 

増減 763 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

40,573 

　児童発達支援センターに通う児童の状態に合わせて、生活指導、保育指導、保
護者支援等を行います。
　また、障害児が集団生活に適応できるよう保育所・幼稚園等へ訪問支援を行う
ほか、障害児が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう相談支援を
行います。

市長 40,573 

査定区分 A

増減 467 

査定の考え方
所管局の要求どおり計上しました。
また、臨時職員賃金の改定を踏まえ、所要額を計上しました。

事務事業名 療育センター維持管理事業 予算額 34,353 

20,264 

査定区分 A

前年度予算額 19,797 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/4目 障害児総合療育施設費 要求 18,384 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 20,264 

　発達障害のある幼児及び児童が地域生活を円滑に送ることができるように、発
達支援を実施するとともに、家族支援や保育所・幼稚園等への地域支援を行いま
す。

市長

前年度予算額 35,107 

増減 △ 754 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

34,353 

　療育センターさくら草の円滑かつ効果的な管理運営を図り、利用者に対する安
全と快適性を確保するための施設維持管理を行います。

市長 34,353 

査定区分 A

局/部/課 子ども未来局/総合療育センターひまわり学園/療育センターさくら草 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/4目 障害児総合療育施設費 要求 34,353 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％～60％　E:査定率40％未満
※ 市長査定終了後、効率的な予算執行等の観点から他局等に予算を移管した場合、市長査定額と最終予算額が異なります。
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（一般会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 123

予算書Ｐ. 123

予算書Ｐ. 123

36,535 

査定区分 B

前年度予算額 35,775 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/4目 障害児総合療育施設費 要求 37,135 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 36,535 

　成長や発達に心配のある乳幼児・児童に対する早期診断・早期治療を実施する
ため、療育センターさくら草内に設置している診療所の運営を行います。

市長

事務事業名 療育センター診療所運営事業 予算額 36,535 

局/部/課 子ども未来局/総合療育センターひまわり学園/療育センターさくら草 〔要求と査定経過〕

局/部/課 子ども未来局/総合療育センターひまわり学園/療育センターさくら草 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/4目 障害児総合療育施設費 要求 6,977 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長

増減 760 

査定の考え方 既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

事務事業名 療育センター外来・地域療育事業 予算額 6,977 

事務事業名 療育センター児童発達支援センター運営事業 予算額 186,796 

局/部/課 子ども未来局/総合療育センターひまわり学園/療育センターさくら草 〔要求と査定経過〕

前年度予算額 7,509 

増減 △ 532 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

6,977 

　成長や発達に心配のある乳幼児・児童が地域生活を円滑に送ることができるよ
うに、早期療育を実施するとともに、家族支援や保育所・幼稚園等への地域支援
を行います。

市長 6,977 

査定区分 A

増減 1,077 

査定の考え方 所管局の要求どおり計上しました。

186,796 

査定区分 A

前年度予算額 185,719 

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/4目 障害児総合療育施設費 要求 186,796 

＜事業の目的・内容＞ 財政局長 186,796 

　児童発達支援センターに通う児童の状態に合わせて、生活指導、保育指導、保
護者支援等を行います。
　また、障害児が集団生活に適応できるよう保育所・幼稚園等へ訪問支援を行う
ほか、障害児が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう相談支援を
行います。

市長

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％～60％　E:査定率40％未満
※ 市長査定終了後、効率的な予算執行等の観点から他局等に予算を移管した場合、市長査定額と最終予算額が異なります。
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（特別会計） （単位：千円）

予算書Ｐ. 365

120,000

125,000 

120,000 

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課

会計名 母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 予算額

〔要求と査定経過〕

要求

財政局長

査定区分 B

既存事業の実績等を踏まえ、所要額を精査しました。

前年度予算額 59,000

増減 61,000 

査定の考え方

＜事業の目的・内容＞

　経済的に厳しい状況にある母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の方の経済的自立
と生活意欲の助長を図るため、各種資金の貸付けを行います。

120,000 市長

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％～60％　E:査定率40％未満
※ 市長査定終了後、効率的な予算執行等の観点から他局等に予算を移管した場合、市長査定額と最終予算額が異なります。
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